
告 示

�愛媛県告示第１３８９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ夏目Ａ 松山市夏目甲１００番
大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

平成１８年
９月６日

パルティ・フジ夏目Ｂ 松山市夏目甲７９番１
外

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

パルティ・フジ夏目Ｃ 松山市夏目甲６７番１
外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社メディコ・
二十一、株式会社一
六本舗、株式会社ミ
トヨテクニカル

株式会社メディコ・
二十一、株式会社一
六本舗

平成１８年
２月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

� 目 次 �
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�愛媛県告示第１３９０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

今治市朝倉上甲４２の３、甲５６、甲５８、甲６１の２、甲６２、甲６３、

甲７１、甲１１３の１、甲１１３の２、甲１６３の１、甲１６３の３、甲１

８６の１、甲１９０の１、甲１９０の２、甲１９１の１、甲１９１の２、甲

１９４の２、甲２４８、甲２４９の１、甲２４９の４から甲２４９の９まで、

甲２４９の１１、甲２４９の１２、甲２９８０、甲２９８２、甲２９８７、甲２９８８、甲

３００５、甲３００８、甲３０２７の１、甲３０２８の１、甲３０３５、甲３０３９の１、

甲３０４０、甲３０６０、甲３０６８、甲３０８３の１、甲３０８３の２、甲３０８５、乙

３５、乙３６、乙３７の１、乙３８、乙５６、乙５７の１、乙５７の２、乙５９、

乙６９、乙７０の１、乙７１、乙８２の１、乙８３、乙８９の３から乙８９の５

まで、乙９０の１、乙９１、乙９２、乙９４、乙９６、乙９８の１から乙９８の

３まで、乙１０２、乙１０３の１から乙１０３の５まで、乙１０４の１か

ら乙１０４の３まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び今治

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３９１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１３１条第２項の規定により、

愛媛県内水面漁場管理委員会委員として、次の者を平成１８年９月１３

日選任した。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３９２号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成１８年６月愛媛県告示第９８６号）

の一部を次のように改正し、平成１８年１０月１日から施行する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共通仕様

書は、愛媛県庁並びに各地方局産業経済部、建設部及び土木事務所

に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１３９３号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

垣生Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１１号までを順次

結んだ線及び標柱１１号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

新居浜市 垣生三丁目 甲２０７９番２ １号

甲２０７９番３ ２号

垣生 丸山 甲２０７３番１ ３号

乙２８２番 ４号

乙２８２番 ５号

垣生三丁目 甲１９２７番１ ６号

垣生 丸山 甲１９２７番２ ７号

垣生三丁目 甲２０５３番２ ８号

甲２０５３番２ ９号

甲２０５４番５ １０号

甲２０７８番１ １１号

又野

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線及び標柱１２号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

新居浜市 又野二丁目 甲１７４６番 １号

郷 又野 乙１９２番３１ ２号

乙１９２番３１ ３号

乙１８９番６ ４号

乙１８９番６ ５号

又野二丁目 乙１９０番１ ６号

甲１５００番 ７号

甲１５４１番１ ８号

甲１５４４番３ ９号

甲１７３７番１ １０号

甲１７４１番３ １１号

甲１７４６番 １２号

坊田

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１１号までを順次

結んだ線及び標柱１１号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

松山市 小山田 甲２２６番１ １号

甲２３２番２ ２号

乙２３０番 ３号

乙２２８番 ４号

乙２１９番 ５号

種 別 氏 名 住 所 職 業

学識経験者 高 木 基 裕 愛媛県松山市畑寺一丁目２
番１７号 大学助教授

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号

７８２



市ノ瀬

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線、標柱８号と標柱９号を市道如法寺柚木団地線東側官民境

界線で結んだ線、標柱９号と標柱１０号を結んだ線及び標柱１０号と標

柱１号を一般国道４４１号南側官民境界線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 柚木 亀山 ６７８番１ １号

６６１番 ２号

６６３番１ ３号

６６３番１ ４号

６５４番１ ５号

６５５番 ６号

６５０番 ７号

市ノ瀬 ４０７番１ ８号

４０３番５ ９号

３８８番１２ １０号

会心

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１１号までを順次

結んだ線、標柱１１号と標柱１２号を一般県道大洲保内線北側官民境界

線で結んだ線、標柱１２号から標柱１７号までを順次結んだ線及び標柱

１７号と標柱１号を一般県道大洲保内線北側官民境界線で結んだ線に

囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

大洲市 平野町平地 ４５３番１ １号

乙２０４４番２ ２号

乙２０４５番３ ３号

６０８２番 ４号

乙２０５１番１ ５号

乙２０５３番１ ６号

乙２０５９番１ ７号

乙２０５９番１ ８号

２０５番 ９号

２１１番 １０号

２２０番２ １１号

３４５番３ １２号

３５０番 １３号

３７７番１ １４号

３８８番２ １５号

４２７番 １６号

４５３番１ １７号

成２

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線及び標柱８号と標柱１号を一般県道日向谷高野子線西側官

民境界線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

西予市 城川町川津南 ３７７４番 １号

３７７４番 ２号

３７７２番１ ３号

３７８０番 ４号

３７７１番 ５号

３７８３番 ６号

３６４８番 ７号

３６４６番１ ８号

中間Ｎ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線及び標柱１２号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

西予市 野村町白髭 １号８８０番３ １号

１号８７０番 ２号

１号８２８番 ３号

１号８２９番 ４号

１号８６８番 ５号

１号８４２番 ６号

１号８４１番 ７号

１号８３６番 ８号

１号８４０番 ９号

１号８３９番 １０号

１号８５４番 １１号

１号８７３番 １２号

黒島（Ｂ）（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１８年３月愛媛県告示第４６４号）

黒島（Ｂ）（追加）の項で指定した標柱６号と急傾斜地崩壊危険区

域の指定（昭和５２年３月愛媛県告示第３３６号）黒島（Ｂ）の項で指

定した標柱５号を結んだ線、黒島（Ｂ）の項で指定した標柱５号と

次に掲げる地番の土地に存する標柱８号と標柱９号を結んだ線及び

標柱９号と黒島（Ｂ）（追加）の項で指定した標柱６号を結んだ線

に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

新居浜市 黒島 小山 ３０７番 ８号

２９０番１ ９号

打木（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１６年３月愛媛県告示第４２１号）

打木の項で指定した標柱５号、標柱８号、標柱７号及び標柱６号を

順次結んだ線、並びに標柱６号と標柱５号を結んだ線に囲まれた区

域

掛網代（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和４９年４月愛媛県告示第４６０号）

掛網代の項で指定した標柱３号と標柱２号を結んだ線、標柱２号と

次に掲げる地番の土地に存する標柱１６号と標柱１７号を結んだ線及び

甲１９６番２ ６号

乙２０６番 ７号

乙２０４番 ８号

甲１９５番１ ９号

甲１６１番１地先 １０号

甲２１６番 １１号

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号

７８３
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標柱１７号と標柱３号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 津島町北灘 水川原谷 第９号１２番１ １６号

第９号１２番４ １７号

�愛媛県告示第１３９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線 上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４８４番２

旧 ４．８～１２．８ ０．０２２

新 ６．８～１４．０ ０．０２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合久万線 上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４８４番２ 平成１８年９月２２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地２２７番９から

同町菅生３番耕地２２７番３７まで

旧 ４．５～７．５ ０．１０４

新 １７．５～２５．０ ０．１０３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地２２７番９から

同町菅生３番耕地２２７番３７まで
平成１８年９月２２日

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号
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公 告

�公 告

平成１７年度財団法人都道府県会館建物共済事業及び水力発電

用機械損害共済事業の経営状況の公表について

財団法人都道府県会館理事長麻生渡から通知のあった平成１７年度

財団法人都道府県会館災害共済事業及び水力発電用機械損害共済事

業の経営状況について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６３

条の２第３項の規程により、次のとおり公表する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 建物共済事業の経営状況

� 事業実績

加入都道府県（団体）数 ４７都道府県４団体

共済責任額 ３，８７９，９６７，９５４千円

共済基金分担金（返戻金控除後） ７７０，３８９千円

被災件数 １，３９５件

被災棟数 １，３９５棟

災害共済金 ４２４，７９８千円

損害率 ６１．５パーセント

� 収支計算

ア 収 入

共済基金分担金 ７７３，５７１，５１１円

雑収入 ３０８，０３３，５５５円

返還金収入 １６３，０００，０００円

繰入金収入 ３，１００，０００円

前期繰越収支差額 ５２，５８５，１４３円

イ 支 出

事務費 １１９，６７５，３３０円

災害共済金 ４２５，９６０，６５７円

返戻金 ３，１８１，６３１円

災害見舞金 ４９，４２６，８１１円

助成金 １，１９７，５４１円

防災費 １３０，０００円

諸支出金 １５６，２１４，０００円

固定資産取得支出 ２５５，３８４円

積立預金支出 ２，６６９，０００円

次期繰越収支差額 ５４１，５７９，８５５円

ウ 資産増加の部

資産増加額 ６５４，７５０，０９９円

エ 資産減少の部

資産減少額 ２３４，０２５，４３２円

当期正味財産減少額 ４２０，７２４，６６７円

前期繰越正味財産額 ２１，２４１，７７７，５２３円

期末正味財産合計額 ２１，６６２，５０２，１９０円

２ 水力発電用機械損害共済事業の経営状況

� 事業実績

加入都道府県（市）数 ３０都道府県１市

共済責任額 ２６９，９１７，４９９千円

共済基金分担金 ３２９，１０９千円

加入発電所数 ３３０所

被災事故件数 １９件

被災事故発電所数 ２０所

災害共済金 ５８７，２５３千円

損害率 １７８．４パーセント

� 収支計算

ア 収 入

共済基金分担金 ３２９，１０９，７５５円

雑収入 ９２，７４３，７７０円

前期繰越収支差額 ３７２，９９０，５３８円

�愛媛県告示第１３９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年９月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町満穂２５番地先から

同町満穂２９番２まで

旧 ４．０～２１．０ ０．３５０

新 １０．０～８３．０ ０．３５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町満穂２５番地先から

同町満穂２９番２まで
平成１８年９月２２日

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号
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選挙管理委員会告示

公営企業管理規程

イ 支 出

事務費 ８３，８０３，８３４円

災害共済金 ５８７，２５３，２６３円

災害見舞金 ０円

調査費 ７９９，２５０円

次期繰越収支差額 １２２，９８７，７１６円

ウ 資産増加の部

資産増加額 ８２，４２５，０００円

エ 資産減少の部

資産減少額 ２５０，００２，８２２円

当期正味財産増加額 １６７，５７７，８２２円

前期繰越正味財産額 ６，６４６，０７０，５３８円

期末正味財産合計額 ６，４７８，４９２，７１６円

�愛媛県選挙管理委員会告示第３５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成１８年９月２２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２１２，５５４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，２５２

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６８，７５９

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県公営企業管理規程第１１号
愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成１８年９月２２日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市選挙区にあっ
ては、同左の４０万を超
える数に６分の１を乗
じて得た数と４０万に３
分の１を乗じて得た数
とを合算して得た数）

松 山 市 ４１５，１５６ １３５，８６０

今 治 市 ・ 越 智 郡 １５２，７６４ ５０，９２２

宇 和 島 市 ４８，７２１ １６，２４１

八幡浜市・西宇和郡 ４５，３６０ １５，１２０

新 居 浜 市 １０３，３３６ ３４，４４６

西 条 市 ９４，２０７ ３１，４０３

大 洲 市 ３０，７８９ １０，２６３

伊 予 市 ３２，９７２ １０，９９１

四 国 中 央 市 ７７，０７７ ２５，６９３

西 予 市 ３８，３６８ １２，７９０

東 温 市 ２８，０３１ ９，３４４

上 浮 穴 郡 １２，７７４ ４，２５８

伊 予 郡 ４４，０７９ １４，６９３

喜 多 郡 ２４，６０４ ８，２０２

北 宇 和 郡 ４１，４０７ １３，８０３

南 宇 和 郡 ２２，９０９ ７，６３７

改 正 後 改 正 前

様式第３０号（その４）
�

様式第３０号（その４）
�

納 入 通 知 書 （兼 領 収 書）

省略

納 入 通 知 書 （兼 領 収 書）

省略

負担割合 割

保険等

負担額
請求額

保険等

負担額
請求額

区分
初・再診

料
入院料等

医学管理

等
在宅医療 検査 画像診断 投薬 注射

リハビリテー

ション

精神科専

門療法
処置 手術 麻酔 区分

診療指

導料
投薬料 注射料 処置料

※

手術料
検査料

レント

ゲン料
理療料 入院料 その他

小 計

�

食事療

養料負

担金�

一部負

担金

�

保険 保険

自費 自費

区分
放射線治

療

歯冠修復

及び欠損

補
てつ 

綴

歯科矯正
小計

�
食事療養

�

一部負担

金

�

保険

自費

省略

注 手術料には、輸血料及び麻酔料を含んでいます。

省略

注 省略

�
注 省略

�

領 収 済 通 知 書

省略

領 収 済 通 知 書

省略

負担割合 割

保険等

負担額
請求額

保険等

負担額
請求額

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号
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附 則

この管理規程は、平成１８年１０月１日から施行する。

区分
初・再診

料
入院料等

医学管理

等
在宅医療 検査 画像診断 投薬 注射

リハビリテー

ション

精神科専

門療法
処置 手術 麻酔 区分

診療指

導料
投薬料 注射料 処置料

※

手術料
検査料

レント

ゲン料
理療料 入院料 その他

小 計

�

食事療

養料負

担金�

一部負

担金

�

保険 保険

自費 自費

区分
放射線治

療

歯冠修復

及び欠損

補
てつ 

綴

歯科矯正
小計

�
食事療養

�

一部負担

金

�

保険

自費

省略

注 手術料には、輸血料及び麻酔料を含んでいます。

省略

� �

納 入 通 知 書 原 符

省略

納 入 通 知 書 原 符

省略

負担割合 割

保険等

負担額
請求額

保険等

負担額
請求額

区分
初・再診

料
入院料等

医学管理

等
在宅医療 検査 画像診断 投薬 注射

リハビリテー

ション

精神科専

門療法
処置 手術 麻酔 区分

診療指

導料
投薬料 注射料 処置料

※

手術料
検査料

レント

ゲン料
理療料 入院料 その他

小 計

�

食事療

養料負

担金�

一部負

担金

�

保険 保険

自費 自費

区分
放射線治

療

歯冠修復

及び欠損

補
てつ 

綴

歯科矯正
小計

�
食事療養

�

一部負担

金

�

保険

自費

省略

注 手術料には、輸血料及び麻酔料を含んでいます。

省略

平成１８年９月２２日 発行

愛 媛 県 報平成１８年９月２２日 第１７９７号
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